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１　中国における法的リスクの特徴
「世界の工場」中国への企業の進出ラッシュが
続いている。
今日、法的リスクの回避が企業活動にとって重
要なことはいうまでもなく、その重要性は以前に
も増して大きくなっている。しかしながら、こう
した法的リスクについては、日本国内においても
完全な対応はなかなかできないのが現実であろ
う。
ましてや、中国における法的リスクについて、
これを事前に察知し回避するのは難しく、日本に
おける法的リスクの回避以上に困難な要素が存在
する。
それでは、日本における法的リスクと異なる、
中国における要素とは何か。
第１に言語の問題がある。中国における法律、
契約等の法律上の用語は中国語であり、外国語で
ある。まずこの問題点一つをとっても、法的リス
ク回避にとって困難な要素となる。
さらに中国特有の問題として、「漢字」の存在
が挙げられる。英語であれば、英語を知らない人
が「わかったつもり」になることはなかろう。し
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かし、中国語の場合は、中国語をまったく知らな
い人でも、日本人にとってはなじみのある「漢字」
で書かれているため「わかったつもり」になる場
合が多い。中国語も日本語とは違う。これは非常
に危険である。中国語の漢字は、日本語の漢字と
まったく違うのだ、という前提で対処する必要が
ある。
第２に、中国と日本の法制度の違いがある。中
国は、ほぼ市場経済の下での法制度といってよい
が、「社会主義」という看板を下ろしているわけ
ではない。そのことによる日本の法律との違いが、
まだ随所に残っている。
例えば、「表見代理」の制度は、1999年10月１
日に施行された契約法により、明文をもって認め
られることになった。しかし、日本における表見
代理とまったく同じかというとそうではなく、そ
の解釈に当たっては、陰に陽に「社会主義体制」
が影響を与え、国家による監督という場面が、あ
ちらこちらで残っている。
第３に、法というのは、その国、民族の歴史的
背景を抜きにしては語ることはできない。したが
って、中国の歴史、文化的背景を理解することが
必要である。
以上のような法に関する基礎的な部分の理解が
ないと、中国における法的リスクがどのあたりに
あるかを、真に理解することは困難である。
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工夫が必要になる。
（２）設立段階でのトラブル－現物出資
合弁企業の設立の際には、中国側の当事者が現
金出資をせずに現物出資するケースが多い。具体
的には、中国側当事者である国有企業が有する工
場とその敷地を出資するというケースである。
中国における土地法制は複雑である。中国は社
会主義体制を標榜しており、土地は国有か、また
は集団所有という形態をとる。土地の出資とはい
っても「土地所有権」の出資ということにはなら
ない。
ではどうするのかというと「土地使用権」の出
資ということになる。ところが、この土地使用権
らも無償で設定されている「割当土地使用権」と、
有償で取得した「払下土地使用権」の２種類があ
る（注１。
国有企業が工場用地として従来から保有してい
た土地使用権は、無償の割当土地使用権であるこ
とが多い。この場合は、第三者に譲渡するために
は、払下土地使用権に転換しなければならない。
合弁会社は第三者であるので、合弁会社のために
現物出資するためには、払下土地使用権への転換
手続を経る必要がある。
例えば、合弁会社の資金繰りのため土地利用権
に抵当権を設定して借入しようとしたところ、実
は合弁会社の名義になっておらず、かつ、無償の
割当土地使用権であるため抵当権が設定できない
という場合がある。
また、合弁会社が行き詰まって清算する段階に
なって、名義が元の国有企業のままであることが
わかって大慌てすることもある。
土地使用権の性格や名義が合弁会社になってい
るかどうかに注意する必要がある。
（３）設立段階でのトラブル－出資払込
日本での会社設立の場合と異なり、合弁会社は
政府が認可すればその時点で成立し、出資金の払
込は後に分割でもよい。したがって、会社が設立
されたのに中国側が資本金を支払わないため、運
転資金が回らず営業ができなくなってしまうとい
うケースがある。
（４）建設先行のトラブル
会社設立許認可を日本側が中国側に任せっぱな
しにしていると、認可を待たずに会社の建物だけ
が作られてしまい、さらに結果として認可がなさ
れずに営業ができない、その建設費の負担をどう
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そこで、中国へ進出する企業にとってのリスク
には、さまざまなものがあるが、代表的な３つの
問題点について説明する。最後に、中国の外貨管
理制度の基本についても説明する。
２　合弁の相手方とのトラブル
日本企業の中国への進出に関し、近年において
特徴的なことは、独資会社による進出が圧倒的に
多くなったということである。
その背景として、合弁（合作を含む。）という
中国側当事者が存在する形態においては、相手方
との経営のあり方を巡るトラブルが生じるため、
それを避けるべく、日本企業の判断だけで経営で
きる独資を選択するようになった、という点が挙
げられる。中国進出ブームの初期において合弁会
社の形態を選択して進出したものの、相手方との
トラブルで一旦撤退し、再度独資会社で進出する
というケースがよく見られる。
では、合弁の場合のトラブルとはどのようなも
のか、以下に例示する。
（１）契約書のトラブル
合弁契約書や定款は、通常中国語と日本語とで
作成される。この場合に、両言語に矛盾があった
場合に中国語を優先すると定める場合はもちろ
ん、双方が同等の効力を有するとした場合でも、
認可機関が認可する際には、現実には中国語を基
準に認可されることになる。また、紛争が生じた
場合の訴訟や仲裁においても、中国語により判断
されることになる。
問題は、中国語による記載内容と日本語による
記載内容に、食い違いがあることがしばしば見受
けられることである。場合によっては、この食い
違いが中国側当事者の故意による場合もある。中
国語版と日本語版に食い違いがないかどうかのチ
ェックは極めて重要になってくる。日本語版だけ
を見て進出を決定したが、実は中国語版を確認し
ておけば進出できるような条件ではなかった、と
いうこともある。こうした両言語の食い違いは、
専門家（中国語が理解できるだけでなく、法律中
国語が理解できることが必要である。）によるチ
ェックが必要になる。
また、双方が確認した契約書の一部を差し替え
たりして、中国側当事者が改竄する場合もあり、
注意が必要である。各頁にサインをするといった
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するか、といったトラブルが発生する。
（５）運営を巡るトラブル
合弁会社の役員の選出の際は、どちらか一方が
董事長を出せば、他方が総経理を出すという形で
均衡をとることが多い。
中国の法制上は、董事長というのは会社の代表
権を有する代表取締役、総経理というのは日本の
総支配人に似た地位の役職であるが、その双方と
もに会社を代表（代理）する権限を有している。
そのため、運営方針についての日中双方の食い違
いが生じると、双方が勝手に会社を代表（代理）
して行動し、収拾がつかなくなることがある。
董事長と総経理の関係では、法の建前上は董事
長のほうが上の立場になっているが、実際は総経
理が実権を握っている。したがって日本側とすれ
ば、総経理を確保し日本側から常駐の人間を派遣
して、現地の状況を把握、コントロールする必要
がある。
（６）中国側による会社の資金流用や乗っ取り
中国側が合弁会社の資金を他に流用することが
ある。また、日中間の合弁事業が軌道に乗り出す
と、中国側が日本側を追い出して、企業を乗っ取
ろうとするケースがしばしば発生する。
初めから計画的に画策する場合もあるが、むし
ろ合弁事業が利益を生み出すと、中国側が支配権
を掌握しようと画策することが多い。
資金流用や乗っ取りの背景としては、おおむね
2つある。
①　中国側出資企業に多額の債務がある場合
債務を返済するために、新しく作った合弁会社
の現金を引き出したり、営業権を掌握しようとす
る。
②　中国側責任者の私利私欲
中国側から派遣された責任者が私欲を肥やすた
めに合弁会社の資金を流用する場合がある。時に
は行政機構の一部と結託することもある。
以上のようなは、中国側が派遣した総経理が、
中国側企業や自分のために起こすことが多い。
（５）でも述べたように、実際には総経理が合弁
会社の実権を握っているので、その対応策は日本
側が総経理を出して現地をコントロールすること
である。
（７）労使紛争
中国は、労働者が主人公の国だ、ということに
建前上はなっている。しかし現実には、労働力の
流動性は日本より高く、例えば解雇の問題にして
も日本よりも解雇しやすいといってよいかもしれ
ない。
ただやはり、一旦問題が起こると大きな問題に
発展することがあり、労働法制、労働紛争処理に
ついての十分な理解が必要である（注２。
また、中国で多いのは、労働者の引き抜きであ
り、それに対する対応を含め、労働法制度につい
て日本と同じ感覚で対処すると危険である。
（８）解散（注３－撤退
中国へ進出した場合に、最も大きな問題が撤退
の問題である。事業がうまく行かなくなったため、
解散して撤退したいが、中国側当事者や現地行政
機関の反対でできないというトラブルがたくさん
ある。
中国では合弁会社を解散するには、原則として
董事会の全員一致の決議と認可機関の認可が必要
となる。したがって、中国側当事者や認可機関が
反対すれば解散できないことになってしまう。そ
のための対応として、さまざまな方法が考えられ
ている。
実体的要件としての解散条件の客観化（○○年
連続して赤字である、など）と、手続的要件とし
ての仲裁機関による解散を求めることができると
の仲裁条項を合弁契約に記載することが考えられ
る。ただ、これにしても手間がかかることは事実
である。
最もスムーズに撤退する方法として、出資持分
の譲渡（注４の手段がある。この方法は、相手方と
の摩擦も少なく、認可機関においても反対される
ことが少ない、撤退する場合の最良の方法である。
問題は、いかに譲受人を見つけるかであり、これ
が難しい。
（１）から（７）で述べたようなトラブルの多
くは、合弁会社という中国側当事者が存在するこ
とにより生じているものが多い。
そのため、初期の中国投資ブームの際に合弁会
社で進出して失敗した日本企業が、再度進出する
際に独資会社で進出するというケースが多くなっ
たのである。
もちろん、合弁会社にもメリットはあり（中国
側の経営資源を利用できる、販売先の確保が容易
など）、無償の払下土地使用権にしても、コスト
が低く押さえられるというメリットがある。その
利害得失を十分比較して判断することが必要であ
る。
３　消費者とのトラブル
さて、合弁会社や独資会社を設立し、中国で現
実に事業活動していった場合に巻き込まれるトラ
ブルとしては、どのようなものがあるか。その代
表的なものとして、消費者とのトラブルが挙げら
れる。
中国の製造物責任に関する「製品品質法」は、
日本の製造物責任法より先に制定されている。他
に消費者関連の法律として「消費者権益保護法」
があり、この法律もよく理解しておく必要があ
る。
中国の消費者の権利意識は、日本の消費者より
強く、消費者とのトラブルの対処の仕方を間違え
ると、企業の存亡にかかわるといっても過言では
ない。
日本（系）企業と消費者との間のトラブルの具
体例としては、次のようなものがある
（１）日本製自動車のエアバッグが開かなかった
ことによる損害賠償請求訴訟の例（北京市
海淀区人民法院1996年５月16日判決）
この事案は、日本企業が巻き込まれたPL訴訟
の代表的な例である。
Ｘが、Ｔ社製の乗用車を運転中に石壁に激突し
た際に、エアバッグが作動しなかったことによる
損害賠償を請求した事例である。
Ｔは、本件乗用車が米国向けの製品であり、米
国の基準に適合していること、中国の車両基準で
はエアバッグの取り付けが強制されておらず、本
件乗用車は中国の車両基準に適合し、欠陥は存在
しないこと等を主張した。
判決は、Ｘはエアバッグ装置のためにしかるべ
き代金を支払っているのであるから、Ｔは、Ｘに
対しより高度の安全保持義務を負う等として、Ｘ
の請求を認めた。
中国よりも厳しい品質基準を定める外国企業に
してみれば、自国または中国国外の基準で品質表
示をするのが一般的である。この判決は、より厳
しい自国または中国国外での表示品質を基準に損
害賠償等の民事責任の有無を判断したものであ
り、判決内容自体としては妥当とは考えられない
ものである。
しかしながら、訴訟においても、外資（系）企
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業に対しては、中国企業に対する要求の基準より
高いレベルを要求する「ダブル・スタンダード」
が適用されることは、現実問題として存在するの
であり、そうした危険を認識しておく必要があ
る。
（２）結果的に対応の仕方がよくなかったために
問題になったケース（「Ｐ百貨店」Ｓ社製
品販売拒否事件）。
海南省海口市にあるＰ百貨店は、買って１年
10か月ばかりのＳ社のテレビが故障して写らな
くなったという、購入者からの苦情を受け付けた。
百貨店は、Ｓ社香港有限公司広州弁事処に電話し
たところ、「こちらでは中国における販売権を取
得していないので、修理できない。」とされたの
で、別のところで修理した。百貨店は、「Ｓ社が
消費者の権利を侵害した。」として、『国際消費者
権利デー』にすべてのＳ社製品について売場から
引き揚げて販売を拒否した。そしてこの件は、マ
スコミに大きく取り上げられた。
Ｓ社香港有限公司広州弁事処が販売権がなく修
理できないとした対応は、法的にはまったく問題
がなかったが、消費者対応とマスコミ対応を誤っ
た例である。
（３）PL訴訟が起こった時のマスコミ対応を誤り、
中国からの撤退を余儀なくされた例（上海
市閔行区人民法院1991年12月９日判決）
Ｘが、同僚から借りて使ったＹ社（日中合弁会
社）製のシャンプーを使用したため、全禿になっ
たとして「製品品質法」（PL法）に基づき損害賠
償請求した。
訴訟自体は、Ｘの脱毛とＹのシャンプーの使用
とは、因果関係はないとして棄却された。
しかし、Ｘの提訴時に、地元紙（「解放日
報」＝共産党上海市委員会の機関紙）で、「シャ
ンプーで脱髪、Ｙに5000元賠償請求の提訴…」
と大きく報道された。当時、Ｙ社商品は、供給が
需要に追いつかないほど人気があったが、この報
道のため、注文取消、返品が続出し、国外の顧客
の注文も激減し、最終的に中国からの撤退を余儀
なくされた。
これも、法的にはまったく問題がなかったので
あるが、マスコミ対応や、処理の手段を誤った例
である。
４　知的財産権に関する概況－（注５
偽物対策・知財戦略
（１）中国の知的財産権法の体系
中国市場でよく問題とされるのが、偽物が横行
していることである。その対策をどのようにとっ
たらよいのか。
中国における知的財産権に関する法令は、現時
点においてはすべて存在しており、2001年12月
のWTO加盟に伴うTRIPs協定（注６との整合性をと
るための法令の大幅な見直しも完了している。
中国の知的財産権法の体系は、概略次のように
なっている。
上記のうち、実施細則レベルの法令は、法律の
具体的な運用方法などを定めた国務院各部が制定
する法規であり、登録などの手続面に関する規定
が多い。
司法解釈は中国特有のもので、最高人民法院が
司法案件の処理をする際の法令解釈について定め
たものであり、実質上法律を補充し、それと一体
となる重要なものである。
（２）偽物に対する具体的な対応－商標の場合
偽物に対する具体的な対応としては、次のよう
な方法がある。中国では、知的財産権を巡る問題
のうち商標権に関する場合が多いので、商標権を
前提として説明する。
①　商標代理事務所の利用
商標代理事務所を利用して、商標権侵害に対処
する方法が考えられる。
商標代理事務所は、商標登録出願、審査請求の
他、商標侵害のリサーチ、証拠収集、
警告、商標に関する訴訟の代理人、ク
レーム処理、工商行政管理局への折衝
と告訴、新聞・テレビへの声明など広
範な業務を行っている。
弁護士、商標代理人、特許代理人の
すべてを抱えている事務所もある。
②　侵害者に対する警告と交渉
製造者と販売店に対し、直接、商標
専用権の侵害を告げ、製造・販売の即
時停止等を求める。具体的には、会見
申入、警告書の発送、法的手段（工商
行政管理局への告訴、人民法院への民
事訴訟提起）、マスコミ発表の予告で
あるが、常に弁護士と商標代理事務所
46
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とが共同して行う。
③　損害額の算定
損害額算定の困難を救済するため、損害額の推
定規定がある。これによると、「侵害期間中に侵
害者が得た利益」または「被侵害者が同期間中に
受けた損害」と規定されている。確定することが
困難な場合には50万元以下の損害賠償額となって
いる（商標法56条）。
④　マスコミの利用
日本のマスコミでは、意見広告が極めて少なく、
その論調はおとなしい。中国では、「声明」とい
う形で、企業や弁護士事務所の意見広告が頻繁に
掲載される。また、記者会見をしてアピールする
ことも日常のことである。
日刊紙上の「声明」や記者会見の記事の影響は、
日本人が想像する以上に大きい。したがって、明
白・悪質・全国的侵害の場合（製造元が不明等）
は、まず、この「声明」を出すことが有効であ
る。
⑤　工商行政管理局への処理要求
中国における知的財産権保護の制度は、司法
（人民法院）による救済と、行政（工商行政管理
局）によるスピーディーな救済の２本立てとなっ
ており、外資企業にとって有利であると宣伝され
ている。これを知的財産権保護の「双軌制」と呼
んでいる。
工商行政管理局に対する処理要求は、商標代理
事務所や弁護士を代理人として、侵害地の工商行
政管理局へ通告する。工商行政管理局が処理を行
う場合は、侵害者に対して侵害行為の即時停止、
侵害商品やその製造等に用いる工具の没収、廃棄
法律　特許法〔専利法〕（注７ 商標法　　　 著作権法
反不正当
競争法
実施　特許法実施細則　　・商標法実施条例　　　著作権法
細則　　　　　　　　　　・商標審判規則　　　　実施条例
司法　・特許紛争案件審　・商標案件に関係する　・著作権
解釈　理の法律適用問題　管轄および法律適用範　民事紛争
に関する若干の規　囲の問題に関する解釈　案件審理
定　　　　　　　　・登録商標権侵害行為　の法律適
・特許権侵害行為　の訴訟前侵害行為停止　用の若干
の訴訟前停止に対　および証拠保全の法律　問題に関
しての法律適用問　問題の適用に関する解　する解釈
題に関する若干の　釈
規定 ・商標民事紛争案件審
理の法律適用の若干問
題に関する解釈
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を命じることができ、かつ、侵害者に対して行政
処罰としての罰金を課すことができる。
また、当事者の請求に応じて商標権侵害の損害
賠償額についての調停を行うことができる。調停
が不調となった場合、当事者は人民法院に提訴で
きる。
⑥　人民法院への提訴
保全処分をせずに、漫然と製造・販売停止およ
び損害賠償の民事訴訟を提起した場合は、その訴
訟中に依然として製造や販売が続けられ、勝訴判
決が出たころには侵害者は行方不明、ということ
になりかねない。
そのため、訴訟提起前の事前差止や証拠保全が
必要となる。
ア　保全処分－事前差止
現に商標権が侵害されまたは侵害されようとし
ていることが立証でき、これをただちに制止しな
ければ回復しがたい損害が生じる場合には、侵害
行為に対する訴訟提起に先立ち、人民法院に対し
て、侵害行為の停止命令および財産保全措置を命
じるよう申請することができる。
これは、WTO加盟に伴う法改正により、訴訟
提起前において可能であることが明記され、さら
に具体的要件などについては、司法解釈である
「登録商標権侵害行為の訴訟前侵害行為停止およ
び証拠保全の法律問題の適用に関する解釈」によ
り規定されている。
イ　証拠保全
証拠が消減する可能性があるか、または今後の
取得が困難である場合、商標権者または利害関係
人が訴訟を提起する前に証拠の保全を申請するこ
とができる。
これも具体的要件などについては、司法解釈で
ある「登録商標権侵害行為の訴訟前侵害行為停止
および証拠保全の法律問題の適用に関する解釈」
により規定されている。
この証拠保全により証拠である侵害品を押さえ
てしまうことで、事実上の事前差止と同じ効果を
もたらすことができる場合がある。
５　中国の外貨管理制度
（１）中国の外貨管理の基本政策
中国の外貨管理の基本政策は、次のようになっ
ている。
①　経常取引は1996年12月に、中国がIMF８条
国に移行したことに伴い、実需原則に基づく経常
項目は、人民元から外貨ヘの交換が原則的に自由
であることが保証されている。
一方資本取引は厳格な管理をしており、人民元
から外貨への交換を原則として禁止している。
②　中国内における決済は、原則としてすべて人
民元建てであり、外貨決済は許されていない（例
外として「転廠」決済の場合は認められている。）
外貨による収入は一定金額の外貨保有以外は、
人民元に強制両替させられることになる。
（２）外資系企業の中国における外貨口座制度
（保税区、輸出加工区を除く。）
経常取引と資本取引を厳密に管理するため、外
貨口座は、使途により区分されている。外資投資
企業は設立時に、外貨管理局への外貨登記が必要
となる。外貨登記後、外貨管理局の批准を得て各
口座の開設が可能になる。
①　資本取引に関する口座には、「外貨資本金口
座」、「臨時資本金口座」、「臨時土地保証金口座」、
「借入金専用口座」、「借入金弁済専用口座」があ
る。
②　経常取引（貿易取引）に関する口座は、「外
貨決済口座」であり、経常取引にかかる外貨収入
を預け入れる。原則１社１口座だが、会社規模や
地域により複数口座の開設が可能である。
（３）外資投資企業の資金調達手段
①　外資投資企業の資金調達手段は、出資、親会
社からの借入、銀行からの借入、ファイナンスリ
ース等である。借入可能金額は、投資総額から登
録資本を控除した額である。
②　外債登記制度
出資以外の方法で外貨調達する場合は、外貨管
理局ヘ外債登記が必要である。ファイナンスリー
スの場合も同様に外債登記が必要である。
外債登記をしておかないと、合弁会社等が日本
の親会社から借りた資金を返済する際に、日本へ
の送金ができなくなるので注意する必要がある。
人民元から両替して外貨借入を返済する場合
も、外貨管理局の事前許可が必要で、その際手持
外貨の優先使用が義務づけられている。
（４）貿易・貿易外取引の決済管理
①　過去に、対外決済管理制度の不備を悪用し、
通関書類の偽造による不正な外貨購入や外貨の流
出などの事例が判明したため、近年その防止のた
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めに種々管理強化措置がとられている。
②　貿易取引の場合
輸出の際は、「輸出核銷制度」という制度がと
られている。これは、輸出名目でなされる外貨受
取と外国への貨物の引き渡しを照合し、輸出代金
受取資金の正当性を確認する制度である。
輸入の際は、「輸入核銷制度」という制度がと
られている。これは、銀行経由で輸入決済のため
の対外支払を行う際、銀行または外貨管理局が書
類上でその送金が適法で真実であると認定する制
度である。
遠隔地（行政区の異なる地区）の外銀で決済す
る際の問題点として、過去に対外決済管理強化の
ため、遠隔地の外銀での対外決済を停止するなど
の措置が度々とられたこともあり、現状では企業
の所在地の外貨管理局ヘの申請が必要である。
③　貿易外取引（運賃、保険料、ロイヤリティー、
配当、コミッション、元利金返済等）
中国へ投資して利益が上がった場合の配当や、
技術導入契約によるロイヤリティーを日本へ海外
送金する場合である。
貿易外取引に関する対外支払は、銀行に申請書
のほか各取引の契約書など、エビデンス（送金の
原因となる証拠の書類）の提出が必要であり、納
税義務のある項目については納税証明書（免税の
場合は免税証明書）の提出が必要である。エビデ
ンスの具体的な例としては、配当金送金董事会議
事録、税務申告書、納税証明書、会計監査報告書、
ロイヤリティー送金の場合の技術指導契約書、技
術導入契約登記有効証明書、技術指導料計算書、
源泉税／営業税納付証明書等である。
６　終わりに
中国へ進出する企業が注意すべき、代表的なリ
スクについて、合弁の相手方とのトラブル、消費
者とのトラブル、知的財産権に関する概況の３つ
に絞って説明し、さらに中国の外貨管理制度の基
本部分にも触れた。
中国に進出する企業は、今後ますます増えると
予想されるが、中国の歴史的文化的背景をよく理
解した上で、中国の制度や法律を守らなければな
らない。その際生じるリスクについては、法律家
などの専門家と十分相談し、的確に対処すること
が求められる。
［注］
１　中国における土地使用権については、三浦和博「中
国における土地使用権の法的性質と問題点」（国際商
事法務24巻６号）参照。
２　中国における労働法については、監修・解説村上幸
隆、翻訳関口美幸「日中対訳　中国労働関係法令集」
（コマースクリエイト㈱）、拙著「労働訴訟審理に関
する中国最高人民法院の解釈　上～下」）国際商事法
務30巻１号～30巻２号）、「中国労働組合法の改正」
（中国法令69号）参照。
３　外資投資企業の解散については、拙著「中国におけ
る外資投資企業の解散・清算・破産の法的諸問題と
最近の動向」（国際商事法務25巻３号）参照。
４　出資持分の譲渡については、拙著「中国外資投資企
業の出資持分譲渡」（JCAジャーナル46巻２号）参照。
５　中国における知的財産権に関しては、以下の論文等
を参照されたい（いずれも拙著）。
〈特許法関係〉
「中国特許法の改正」（中国法令55号）
「中国での特許権侵害に対する訴訟前差止の規定」
（JCAジャーナル48巻10号）
「特許訴訟審理に関する中国最高人民法院の規定」
（国際商事法務29巻12号）
〈商標法関係〉
「中国における商標使用許諾契約　上～下」（JCAジ
ャーナル43巻９号～43巻10号）
「商標権に関する中国最高人民法院の解釈－訴訟前差
止と証拠保全－上～下」（国際商事法務30巻５号～６
号）
〈著作権法関係〉
「著作権案件審理に関する中国最高人民法院の解釈」
（中国法令81号）
〈不正競争防止法関係〉
「中国不正競争防止法の最近の動向　上～下」（国際
商事法務26巻９号～26巻10号）
６　TRIPs協定とは、1995年にWTOの創設にあわせて、
新たな貿易関連ルールの一環として締結された「世
界貿易機関を設立するマラケシュ協定」の付属書1C
「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定」
（Agreement on Trade-Related Aspects of Intellectual
Property Rights）のことである。
７　中国の特許法〔原文：専利法〕が対象とする知的財
産権には、日本法における「特許」「実用新案」「意
匠」が含まれている。
